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0-1.はじめに
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会場の皆様におかれましては、本日はご多忙のなかご出席いただき、誠にありがと
うございます。
本日の講師は茨城働き方改革推進支援センターの岩崎が担当させて頂きます。

本日のセミナーではご参加頂く事業所様に魅力的な職場づくりをして頂けるようハ
ラスメント対策についてご案内させて頂きます。職場環境改善のお役に立つことが
出来れば幸いです。

セミナー参加後に対策に不安点などございましたら、お気兼ねなく、センターの無
料相談をご活用頂ければ幸いです。
センターでは働き方改革に関わらず、日常的な労務問題についても専門家による電
話相談や訪問による個別相談支援を行っております。

社会保険労務士が事業所様の実情に併せ現実的なご提案をさせて頂くことが可能で
す。お気軽にご連絡頂ければ幸いです。

☎ 0120-971-728 平日9:00-17:00
MAIL：ibaraki-hataraki@aa.wakwak.com
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0-2講師プロフィール

＜略歴＞
岩崎空、1980年佐賀県嬉野市に生まれ、幼少期をアメリカ合衆国、パキスタ
ンなど海外で過ごす。牛久栄進高校（茨城県）へ進学、東京学芸大学教育学部
（東京都）卒業後、株式会社リクルート（情報）での営業職、株式会社インテ
リジェンス（現・パーソルキャリア）（人材）での事業企画職・人事企画職、
株式会社ジャパネットたかた（通販）での人事労務職等を経て2015年ソラ社
会保険労務士事務所を開業する。2024年4月より茨城働き方改革推進支援セ
ンター（厚生労働省 茨城労働局委託事業）のセンター長に就任。

＜保有資格＞
社会保険労務士、キャリアコンサルタント、第一種衛生管理者、日商簿記2級
AFP（ファイナンシャルプランナー）、宅地建物取引士、管理業務主任者、証券外務員

＜所属＞
全国社会保険労務連合会（登録番号08150017）
茨城県社会保険労務士会（会員番号0810699）
理事、電子化検討委員長、労働条件審査委員会副委員長、青年部会長、県南支部副支部長

茨城県働き方改革推進支援センター センター長
茨城県医療勤務環境改善支援センター 労務管理アドバイザー
茨城県介護労働安定センター 、雇用管理コンサルタント、介護人材育成コンサルタント

キャリアコンサルティング協議会（登録番号17005890）
日本ファイナンシャル・プランナーズ協会（会員番号50699689）
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１. ハラスメント対策について



1-1ハラスメントの種類とハラスメントの防止措置義務について
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1-2ハラスメントとは何か 具体例 パワーハラスメント
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パワーハラスメントとは、職場において行われる

①優越的な関係を背景とした言動であって、②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、③労働者の就業環境
が害されるものであり、①～③までの要素を全てみたすものです。
→ 客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業務指示や指導については、該当しません。



1-3ハラスメントとは何か 具体例 セクシュアルハラスメント
妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント
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1-4ハラスメントにおける職場・労働者とは
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「職場」とは

事業主が雇用する労働者が業務を遂行する場所を指し、労働者が通常就業している場所以外の場所
であっても、労働者が業務を遂行する場所であれば「職場」に含まれます。

勤務時間外の「懇親の場」、社員寮や通勤中などであっても、実質上職務の延長と考えられるもの
は「職場」に該当しますが、その判断に当たっては、職務との関連性、参加者、参加や対応が強制的
か任意かといったことを考慮して個別に行う必要があります。

●「職場」の例
・出張先 ・業務で使用する車中
・取引先との打ち合わせの場所（接待の席も含む） 等

「労働者」とは

正規雇用労働者のみならず、パートタイム労働者、契約社員などいわゆる非正規雇用労働者を含む、
事業主が雇用する全ての労働者をいいます。

また、派遣労働者については、派遣元事業主のみならず、労働者派遣の役務の提供を受ける者（派
遣先事業主）も、自ら雇用する労働者と同様に、措置を講ずる必要があります。



1-5ハラスメントによる労働者、企業への影響
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1-6ハラスメントにおける行為者・企業の責任
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社内における懲戒処分の対象となるほか、民事上の責任として損害賠償の請求や刑事事件となる
可能性も
▶刑事罰：名誉毀損、侮辱罪、脅迫罪、暴行罪、傷害罪等
→社会的信用、社会的地位を失う。自身の家庭への影響も

①前提：企業は社員の安全や職場環境に配慮する義務を当然に負う（＝必ず負う）

②ハラスメントが発生したということは、義務違反に基づく賠償責任を負う可能性もある

③（直接的な賠償責任とはやや異なるが）労働災害（労災）の可能性もある
→ハラスメントが原因の精神疾患や自殺等について、労災と認定されることも

ポイント
企業は、職場のハラスメントに対し、行為者の責任であるとか、当事者同士の問題であるとして責

任を逃れることはできない。（直接的な賠償責任 ＋ 提訴や労災認定の「報道」によるイメージの
低下も）

行為者の責任

企業の責任



1-7ハラスメント対策において「まず心がけること」

12

①「ハラスメント＝法的な責任が生じること」
という理解・認識が、まだまだ不十分

②ハラスメントに共通すること：

法的には「相手の人格を傷付けることについて、責任が問われて
いる」
▶キーワードは「人格」

→会社（仕事）がらみだから相手の人格を傷付けても構わない・・・そんなはずはない！

③相手の立場に想像力を働かせること
▶「職場の多様性を意識すること」も重要に

→「自分がかつて言われてきたから」「自分は言われても平気」は通用しない！



1-8事業主が講ずべきハラスメント防止策
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1-9ハラスメント発生時の対応の流れ
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1-10ハラスメント相談対応時の注意点
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相談対応 NG！



1-11ハラスメントと労災について
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令和２年６月から改正労働施策総合推進法が施行され、パワーハラスメントの定義が法
律上規定されたこと等を踏まえ、認定基準の「業務による心理的負荷評価表」にパワーハ
ラスメントが明示されました。

年々パワハラ事案→労災申請
の件数は増えております。



1-12ハラスメント防止策 簡易チェックリスト
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1-13カスタマーハラスメント防止策
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カスタマーハラスメントとは、
顧客等からのクレーム・言動のうち、当該クレーム・言動の要求の内容の妥当性に照らして、当該要求を実現するため
の手段・態様が社会通念上不相当なものであって、当該手段・態様により、労働者の就業環境が害されるもの。

具体例
・身体的な攻撃（暴行、傷害) ・精神的な攻撃 (脅迫、中傷、名誉毀損、侮辱、暴言）・
威圧的な言動 ・土下座の要求 ・継続的 (繰り返し)、執拗な(しつこい)言動・拘束的
な行動（不退去、居座り、監禁）・差別的な言動・性的な言動・従業員個人への攻撃・
要求

＜望ましい取組＞
⑴ 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

① 相談先（上司、職場内の担当者等）をあらかじめ定め、これを労働
者に周知すること。
② ①の相談を受けた者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に
対応できるようにすること。

・ 併せて、労働者が当該相談をしたことを理由として、解雇その他不利
益な取扱いを行ってはならない旨を定め、労働者に周知・啓発すること。

⑵ 被害者の配慮のための取組
・ 相談者から事実関係を確認し、他の事業主が雇用する労働者等からの
パワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為が認められた場合に
は、速やかに被害者に対する配慮のための取組を行うこと。

⑶ 他の事業主が雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等から
の著しい迷惑行為による被害を防止するための取組
・ 他の事業主が雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等か
らの著しい迷惑行為への対応に関するマニュアルの作成や研修の実施等
の取組を行うこと。



1-14カスタマーハラスメントに該当する行為とは
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1-15カスタマーハラスメント防止策
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1-16カスタマーハラスメント防止策について
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２.働き方改革関連の法改正と周辺情報について



法改正内容 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

時間外労働の上限規制
4/1から適用
（大企業）

4/1から適用
（中小企業）

4/1から適用
（建設・運転手・医師）

月60時間超の残業の、割
増賃金率引上げ

4/1から適用
（大企業）

4/1から適用
（中小企業）

年5日間の年次有給休暇
の取得義務
（企業に義務づけ）

4/1から適用

労働時間の客観的な把握
（企業に義務づけ）

4/1から適用

同一労働同一賃金
4/1から適用
（大企業）

4/1から適用
（中小企業）

3-1.働き方改革関連法の主な施行スケジュール
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2019年4月より｢働き過ぎ」を防ぎながら、｢ワーク･ライフ･バラン
ス」と「多様で柔軟な働き方」を実現させることを目的として
働き方改革関連法の施行が順次始まり2024年4月現在予定されてい
たものは全て施行済となっております。
未対応のものがありましたら早めの改善が必要になります。



3-8.労働条件明示のルールの改正について
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※参考 厚生労働省 2024年４月からの労働条件明示のルール変更 備えは大丈夫ですか？

2024年4月から労働条件明示のルールが改正されます。

労働条件通知書・雇用契約書の見直しがまだお済でない事業所様は早めのご対応が必要です。



3-9.フリーランス新法について
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３.働き方改革推進支援センターの活用について
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3-1.働き方改革推進支援センターのご紹介

「働き方改革推進支援センター」は、中小企業・小規模事業者の皆さまの働き方
改革の取組を支援することを目的として、全国47都道府県に設置されています。

茨城センターには約60名の県内の社会保険労務士が在籍し、長時間労働対策、
同一労働同一賃金の実現、就業規則や賃金規定の見直し、助成金の活用、テレ
ワーク対応など、働き方改革に関連する労務管理上の課題について、
窓口での対面や電話・メールでの無料相談を行っています。

社労士による無料の企業様への個別訪問
相談支援も行っております。
１つの相談テーマにつき1回2時間程度3回
のご利用が可能です。

お気軽にご相談ください。



3-2②茨城働き方改革推進支援センターのご紹介
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【よくあるご相談】
ちゃんと労務管理を行いたいが何から始めればいいのか分からない
労働条件通知書や36協定を作るように言われたが記入すべき内容がよく分からない
10人以上になり就業規則が必要になったが作り方が分からない
助成金を活用したいがどのようなものが利用できそうか教えて欲しい
非正規労働者と正規労働者に不合理な待遇差が生じていないか確認したい
給与体系・賃金制度・評価制度を見直したいがどのよう進めたらいいのか教えて欲しい
人手が足りず求人募集をしているが応募がないためアドバイスが欲しい
賃金台帳、出勤簿、有給休暇管理簿などの作成方法が問題ないか見て欲しい

「働き方改革」の内容に限らず、労務管理に関する相談であれば原則対応可能です。

【無料相談のお申し込み先】
茨城働き方改革推進支援センター
（全国社会保険労務士会連合会 茨城県社会保険労務士会）
311-4152 茨城県水戸市河和田１丁目2470-2 茨城県社会保険労務士会館２F

☎ 0120-971-728 平日9:00-17:00
MAIL：ibaraki-hataraki@aa.wakwak.com
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